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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策

（１） 復旧・復興に従事する労働者の安全・

健康確保対策及び労働条件確保対策

➀原発での廃炉作業に従事する労働者

の安全・健康確保対策

（ア）監督指導等
・毎月３回以上の監督指導を継続的に実施
１月～６月 監督指導実施事業者数１０５事業者、うち、違反事業者数４２事業者。

・原発での廃炉作業に従事する労働者の健康確保のために開設された「健康支援相談窓口」につ
いて、リーフレットを活用し、周知等を実施。

（イ）放射線管理計画の届出等に基づく指導
・提出された放射線管理計画及び放射線作業届の内容を審査し、安全対策や被ばく低減対策に
ついて指導を実施。
Ｈ３０年度の放射線管理計画の受理件数 ５件
Ｈ３０年度の放射線作業届の受理件数 ２７３件

（ウ）関係機関等との連携
・東電及び元請事業者に対し、長時間労働の削減及び働き方改革の推進に向けた取組の必要性
について説明会を開催（４月２６日）。

・東電及び元請事業者に対し、熱中症防止対策の徹底を要請（６月４日）。

・廃炉事業者に対する長時間労働抑制及び法令遵守指導会を開催（８月８日及び９日に延べ４回）。

・「廃炉・汚染水対策現地調整会議」に参加し、情報交換を実施（４月、６月、８月、11月、１月）。

・「福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会労働安全衛生対策部会」に参加し、情報
交換を実施（６月、11月、２月）。

・「福島労働局総合建設業労働災害撲滅・魅力ある職場づくり会議」を開催し、原発で廃炉作業等を
行う元請事業者に対し、労働災害防止対策等について協力を要請（１月）。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策

（１） 復旧・復興に従事する労働者の安全・

健康確保対策及び労働条件確保対策

②特定復興再生拠点区域復興再生計画

に基づく除染等業務及び特定線量下業

務並びに中間貯蔵施設等における汚染

土壌の搬入・搬出業務及び事故由来廃

棄物等処分業務に従事する労働者の安

全・健康確保対策及び労働条件確保対

策

（ア）監督指導等

・除染作業に係る監督指導の実施状況

１月～６月 監督指導実施事業者数９６事業者、うち、違反事業者数５４事業者。

・中間貯蔵施設等の監督実施状況

中間貯蔵施設関連７施設（大熊町、双葉町）が稼働し、３現場が建設中であり、
定期的に監督指導を実施。

・提出された作業届の内容を審査し、被ばく低減対策等について指導等を実施。

Ｈ３０年度 受理２２２件

・中間貯蔵施設等への汚染土壌等の運搬の業務を行う１７８事業者に対し、一般労働条件及び

安全衛生確保に係る自主点検を実施。

（イ）「除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度」への参加促進

・「除染等業務従事者等被ばく線量登録管理制度」への参加について、パンフレットを活用し、周知

等を実施。

２



行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策

（１） 復旧・復興に従事する労働者の安全・

健康確保対策及び労働条件確保対策

②特定復興再生拠点区域復興再生計画

に基づく除染等業務及び特定線量下業

務並びに中間貯蔵施設等における汚染

土壌の搬入・搬出業務及び事故由来廃

棄物等処分業務に従事する労働者の安

全・健康確保対策及び労働条件確保対

策

（ウ）関係機関等との連携

・福島地方環境事務所、福島県との合同パトロールにより必要な指導等を実施（７月、１０月、

１月、計５回）。

・「福島地方環境事務所作業適正化・安全対策協議会」の総会(７月）や講話会（８月、１２月）に
おいて、福島地方環境事務所や福島地方環境事務所発注工事の元請事業者に対し、労働災害

防止について協力を要請。

・県内工事関係者連絡会議を開催し、公共工事の発注機関等に対し、労働災害防止対策について

協力を要請（６月）。

・「福島労働局総合建設業労働災害撲滅・魅力ある職場づくり会議」を開催し、県内で除染等業務

を行う元請事業者に対し、労働災害防止について協力を要請（１月）。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策

（１） 復旧・復興に従事する労働者の安全・

健康確保対策及び労働条件確保対策

④廃炉作業・除染等業務における違法派

遣対策

（ア）原発での廃炉作業における違法派遣対策

・東京電力HD㈱、福島県警本部主催の会議における偽装請負や違法派遣防止に係る集団指導
7/12 福島第一原子力発電所・暴力団等排除対策協議会現地連絡会総会
8/28～29 労働条件に関する法令遵守講習会（4回 計349社）

・廃炉作業に係る違法派遣に関する申告・相談があった場合には、関係事業主に対し速やかに調査

に着手し、迅速かつ的確な指導を実施

・派遣元、派遣先事業所に対する定期指導において、廃炉作業に従事する事業主を重点に指導を実

施

（イ）除染等業務における違法派遣対策

・除染業務等に係る違法な労働者派遣等の疑いのある事案についての申告、情報提供に対する速や

かな調査と迅速・的確な指導実施

・9/20  大熊町特定復興再生拠点区域被災建物等解体撤去等及び除染等工事に係る元請事業主
（JV）現場事務所訪問のうえ指導、作業員向けチラシを下請け事業所経由で配付依頼
・環境省除染事業等暴力団排除対策協議会総会にて適正な請負業務の周知（3月予定）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策
（２） 復興に向けた就労支援
①避難県民の帰還のための就労支援の推
進

（ア）「福島県雇用対策協定」による福島県と
の連携支援

（イ）市町村と連携した帰還希望避難者に対
する就労支援

１労働局と福島県の間で締結した福島県雇用対策協定に基づき、①「震災復興のため

の雇用対策」、②「働き方改革の推進」の最重点項目と「職業訓練の効果的な実施」他４
項目を重点項目とした30年度事業計画を策定し、各項目に係る取組の推進を図る。
①ＨＷ広野サテライト（国）とふくしま生活・就職応援センター広野事務所（県）が連携
し、双葉地域等への帰還等のための就職支援・生活就労支援を実施。
②帰還者等向けの合同就職面接会を開催。

２ 避難者が帰還を希望する場合の就労等を支援する「福島雇用促進支援事業」の実施
①被災12市町村、県、地元商工会等を構成員とした協議会（「福島広域雇用促進支援
協議会」）を設置し、市町村と連携した帰還希望避難者に対する就労支援を実施。
②関係市町村から寄せられる人材確保、人材育成ニーズを踏まえて、事業（例：地元
合同就職面接会の開催、介護、建設資格取得講座の実施など）を実施。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策
（２） 復興に向けた就労支援
①避難県民の帰還のための就労支援の推
進

（ウ）避難者に対するハローワークにおける
職業相談

（エ）避難全世帯への地元情報の発信

（オ）被災地の人材確保のための公益社団
法人福島相双復興推進機構（福島相双
復興官民合同チーム）との連携

１ 県内4所（福島、平、郡山、相双）に職業相談員（帰還者支援分）を配置し、福島帰還
希望者等に対し、個々の求職者の状況に応じたきめ細やかな就職支援を実施。

２ 県内外の避難者全世帯に対し、福島県内の雇用情勢や就労支援事業に関する情報
等を発信する「ふくしまで働く」を発行。（季刊紙、各号66,500部発行）
また、福島労働局ホームページへ、復興に向けた就労支援や復興支援イベント情報
等を掲載した「復興支援特設サイト」を開設。

３ 公益社団法人福島相双復興推進機構（福島相双復興官民合同チーム）との連携によ
り、被災事業者の事業復興に向けた人材確保支援の実施。

６



行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策
（２） 復興に向けた就労支援
②人材不足分野・地域における労働力確

保対策（福祉、建設、警備、運輸分野
等）

１．人材不足分野における対策については、人材不足分野の業界との連携強化に重点を置きながら、
面接会、説明会、見学会等のマッチングイベント等を実施した。マッチングイベントでは、人材不足分
野の実態や魅力等を発信することにより潜在求職者の開拓や、求職者に対して人材不足分野への
応募勧奨を実施。
なお、未充足求人に対しては、条件緩和や仕事内容欄の表記内容の見直し等の提案を行うなどの
フォローアップを行い、事業主へ求人充足の支援を実施。
また、今年度から「福島労働局人材確保対策推進協議会」を開催（平成30年10月29日）し、人材不
足分野である福祉、建設、警備、運輸分野の関係機関・団体等を構成員とし、相互の施策について
の理解促進を図るとともに情報を共有して、具体的な連携事項について協議を実施。

２．「平成30年度福島県建設雇用改善推進対策会議」を開催（6月15日）
【出席者】国土交通省東北地方整備局、福島県、福島県建設業協会及び福島労働局
会議では、各機関の雇用管理改善施策、取組等についての情報交換と課題の共有を行うととも
に、更なる雇用管理改善の推進に向けて、今後の連携強化を確認。
また、雇用関係助成金の中の「建設事業主に対する各種助成金」について、福島労働局から説
明を行うとともに、出席各機関に対して周知への協力依頼を実施。

３．福島県社会福祉協議会主催「福祉の職場合同就職説明会」に共催し、各会場にハローワーク相談
コーナーを設置。
（福島会場7/14、会津若松会場7/21、いわき会場7/28、郡山会場7/29)
（福島会場2/10、郡山会場2/17)

４．介護分野の人材確保及び定着を図るために関係機関のネットワークを構築し、相互の施策、事業
に対する理解促進、情報交換・共有、役割の分担の検討等、介護のあり方を検討する「平成30年度
第1回福島県介護労働懇談会」(8月28日)に出席。

５．ナースセンター・ハローワーク連携事業では、看護師等の求職・求人情報について共有を図り、ま
た、各ハローワークでナースセンター出張相談会を開催するなど、就職促進のための取組を実施。
[平成30年12月末現在]
・出張相談会の実施件数 56回、参加者数191人（ハローワーク福島、郡山を含む県内7所で実施）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策
（２）復興に向けた就労支援
③若者の雇用対策

（ア）総合的かつ体系的な若年者雇用対
策の推進

（イ）新規高卒者等に対する就職支援

１．総合的かつ体系的な若年者雇用対策の推進
（１）ユースエール認定制度の普及拡大
〇認定企業数・・・・34社（30年12月末在）
・平成30年度13社、平成29年度13社、平成28年度7社、平成27年度1社

（２）新規高卒者等に対する就労支援
①福島県及び各機関との連携
平成28年3月に締結した「福島県雇用対策協定」に基づき、若年者の雇用対策に
ついて、県と連携して様々な支援事業を行った
〇「福島県新規高卒者就職促進対策会議」への参加

4月25日、11月26日実施済。早期離職防止を図るため新入社員のフォローアッ
プ強化を協議し実施。
〇「福島県高等学校就職問題検討会議」の開催

3月22日開催。県、教育委員会、学校関係者、各経済団体等による新規高卒者
の就職に関する申合せ事項の協議・策定
〇県知事、労働局長、教育長による主要経済団体（5団体）へ求人確保要請

5月22日、5月28日実施。
○ 新規高卒者等就職面接会の共同開催
（10月22日会津若松、10月29日福島・白河、10月31日いわき・郡山）

②学卒ジョブサポーターによる就職支援等
〇各高等学校での職業講話の実施
〇求人開拓の実施
〇高等学校内外での企業説明会の実施
〇高等学校生徒の応募状況・就職状況の確認
※平成31年3月卒業予定者の就職状況（12月末） 95.2%

就職内定者の県内比率 74.2%
〇平成30年3月新規高卒就職者に対する職場定着支援の実施
計画的に職場を訪問し、職場での悩みや不安を聴取、安易な離転職を防止する
ためのアドバイスを実施
※職場定着支援件数（12月末） 1,753件
※高卒就職者の1年目離職率の推移

25.3卒：21.9%、26.3卒：21.0%、27.3卒：18.7%、28.3卒：18.3%、29.3卒：17.2%

８



行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
１ 東日本大震災からの復興を支援する施策
（２）復興に向けた就労支援
③若者の雇用対策
（ウ）新規大卒者等に対する就職支援

④公的職業訓練の推進等

（３）新規大卒者等に対する就職支援
①各大学等との連携を密にし、大学キャリアセンターの定期的な訪問による職業相談

（週1回以上）、各種セミナー、職業講話の実施
②大卒等就職面接会の開催（8月9日開催）
※参加企業数 247社、参加学生数 103名
③既卒者等に対する職業相談・職業紹介

１．福島県及び機構福島との連携
「公的職業訓練業務運営担当者連絡会議」の開催（7/9・1/10）

２．求職者支援訓練（12月末現在）
◎基礎コース
開講10コース、定員170人、受講者100人、充足率58.8％

◎実践コース
開講23コース、定員290人、受講者183人、充足率63.1％
うち建設関連分野
開講6コース、定員60人、受講者35人、充足率58.3％

３．公共職業訓練（12月末現在）
◎委託訓練
開講92コース、定員1,150人、受講者1,055人、 充足率91.7％
うち介護分野
開講10コース、定員149人、受講者85人、 充足率 57.0％
うち建設分野
開講2コース、定員20人、受講者15人、充足率75.0％

◎施設内訓練
開講45コース、定員619人、受講者493人、充足率79.6％
うち建設分野
開講6コース、定員99人、受講者83人、充足率83.8％

９



行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策

（１） 働き方改革の推進

➀過重労働解消に向けた取組の推進

①過重労働解消に向けた取組の推進

・各署に設置した「労働時間相談・支援コーナー」において、３６協定の適正化を含む労働時間制度

全般に関しての窓口指導を行うとともに、「働き方改革推進支援センター」とも連携を図りながら、

過重労働の解消に向け、労働時間相談・支援班員により、労基法等の改正内容も含めた説明会を

継続的に実施。

また、労働時間等の見直しに向けて相談を希望する事業場に対して個別訪問支援を実施。

・労基署に届出のあった３６協定の内、１か月当たり８０時間を超える時間外労働が可能なものを

届け出た事業場に対し自主点検を実施。

・上記自主点検の結果及び各種情報から、時間外・休日労働が、１か月当たり８０時間を超えている

と考えられる事業場、並びに、過労死等に係る労災請求が行われた事業場に対し監督指導を実施。

・監督指導においては、長時間労働の削減、医師による面接指導の実施などを重点に指導を実施。

更に、事業場における自主的な長時間労働の抑制方策や労働者の健康確保対策の確立を図る

ため、衛生委員会等の活用を促すとともに、小規模事業場に対しては働き方・休み方改善コンサル

タントや産業保健総合支援センターの利用勧奨を実施。

・平成２９年度「過重労働解消キャンペーン」における過重労働重点監督結果を公表（５月 ）。

・平成２９年４月から平成３０年３月までの長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果

を公表（９月）。

②過重労働解消キャンペーン期間中の主な取組

・県内の労使団体等に対し、長時間労働の削減に向けた取組を要請（１０月中）

・過重労働解消相談ダイヤルの開設（１１月４日）

・福島労働局長によるベストプラクティス企業へ職場訪問及びその概要の公表（１１月７日）

・過労死等防止対策推進シンポジウムの開催（１１月２７日）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策
（１）働き方改革の推進
②働き方改革・休暇取得促進

１．局幹部及び署所長が経済4団体及び県内すべての各商工会議所・商工会を訪問し、働き方改革の実現
に向けた中小企業支援策等を説明の上会員企業への周知を依頼。その際、各団体と当局との周知に係る
ネットワークを構築・活用し、月1回の定期的な情報発信等効果的な周知を実施。

２．局長及び局幹部が県内の主要企業トップを訪問し、「魅力ある職場づくり」への取組について文書要請
(県知事との連名)、訪問時に「イクボス宣言」を行った企業もある。また、訪問企業の取組を当局㏋で紹介。
○要請企業数 ２１社・２協会（うち１８社・２協会は県幹部が同行し、県の施策も説明）
〇㏋掲載企業数 ２１社・２協会

３．昨年度、局長と東邦銀行頭取が締結した「ふくしま『魅力ある職場づくり』包括連携協定」に基づき、
地域企業の働き方改革や生産性向上・地域創生のため、以下の事業を連携して実施。
〇双方の若手職員によるプロジェクトチーム(福島労働局「ふくしま総活躍パートナーズ」、東邦銀行
「ダイバーシティ推進プロジェクト」)の取組
・イクボス養成講座（７月５日、４７人参加）
・精神・発達障害者しごとサポーター養成講座（７月６日、支店長等６６人参加）
・職業講話（８月３１日 東和中学校生徒等５２人参加、９月１９日 二本松第二中学校生徒等４５人参加）
・県内１０５店舗に情報提供（計９回実施）

４．労働時間、休日や年休取得促進の改善のためコンサルティングを希望する企業に対し、働き方・休み方
改善コンサルタントによるコンサルティングを実施。また、「働き方改革ワークショップ」を開催。
○コンサルティング ５７件（平成３０年１２月末現在）
○ワークショップ ７回（１００人参加）（平成３０年１２月末現在）

５．「働き方改革推進支援事業」を福島県社会保険労務士会に委託し、「福島県働き方改革推進支援セン
ター」を立ち上げ。働き方改革の実行に向け、専門家（社労士）による相談、事業所訪問によるコンサルティ
ングに対応するほか、主催セミナーや事業主団体・関係機関と連携したセミナーを開催。
○専門家個別訪問派遣支援 １６１件 ○セミナー開催 ５１件（平成３０年１２月末現在）

６．労使団体に対し、働き方改革・夏の生活スタイル変革（ゆう活）を含む「魅力ある職場づくり」への取組に
ついての周知啓発を文書により要請。

７．「魅力ある職場づくり推進セミナー2018」を開催し、周知啓発を実施。
○11月20日：福島市（１８０人参加） ○11月26日：いわき市（１３４人参加）
〇11月29日：会津若松市（９８人参加） 〇12月7日：郡山市（１７１人参加）

８．「福島県魅力ある職場づくり推進協議会」（第４回）を１２月１２日に開催し、「福島県の魅力ある職場づくり
推進に関する確認事項（2018年）」を取りまとめ。作業部会を１０月１８日に開催。

９．昨年度、局長と福島県社会保険労務士会（県社労士会）会長が締結した「新生ふくしま『人を大切にする
企業づくり』・『魅力ある職場づくり』推進連携協定」に基づき、業務検討会を１１月１５日に開催。

精神・発達障害者しごとサポーター養成講座

職業講話
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策

（２） 正社員希望者に対する就職支援及び人
手不足分野などにおける人材確保と雇用
管理改善
①福島県正社員転換・待遇改善実現プラ
ンに基づく施策の推進

②非正規労働者への雇用対策の推進（正
社員希望者に対する就職支援等）

③人材確保に向けた雇用管理改善等

１ 平成28年3月に「福島労働局正社員転換・待遇改善実現本部」が策定した「福島県正社員転
換・待遇改善実現プラン」において、平成28年度から32年度までの5か年間に、安定所による正社
員就職・正社員転換数91,535人、安定所における正社員求人数420,200人と目標を設定。
平成30年度単年度の目標は、安定所による正社員就職・正社員転換数18,307人（うち、安定所
による正社員就職件数18,141人）、安定所における正社員求人数84,040人として、正社員就職の
実現に向けた取組を推進。

２ 正社員求人の確保に重点を置いた求人開拓やパート雇用や有期労働契約雇用による求人を
申し込む事業主に対する正規雇用の検討の働きかけ、若年層を始めとして、特段の事情なく非
正規雇用求人を希望する者に対する正社員応募の提案等の働きかけ、雇用保険受給者を職業
相談窓口へ確実に誘導し、早期再就職意欲の喚起等とともに正社員就職を促す働きかけ等を
行った。
・正社員就職件数 12,049人 （平成30年12月末現在）
・正社員求人数 65,236人 （同上）
・キャリアアップ助成金を活用して有期契約から正規雇用等に転換した労働者数
902人（平成30年12月末現在）

３-１ハローワークにて求人受理時や事業所訪問時等に雇用管理改善の普及・啓発の助言を実施。
○求人充足サービスと連動した雇用管理改善の実施。
○キャリアアップ助成金、人材確保等支援助成金等を活用した雇用管理改善の助言指導を実施。
・キャリアアップ助成金 499件 （ 164件）
・職場定着支援助成金 75件 （ 51件）
・キャリア形成促進助成金 186件 （ 221件）
・人材開発支援助成金 812件 （ 35件）
・建設労働者確保育成助成金 868件 （1251件）
・人材確保等支援助成金 4件 （ －件）
※１ 平成30年12月末支給決定件数（前年同月実績）
※２ 平成30年4月1日より雇用関係助成金は統廃合が行われている。
※３ 人材確保等支援助成金（平成30年度統合新設）

３-２ 【委託事業】介護分野における人材確保のための雇用管理改善推進事業の実施。
・公益財団法人介護労働安定センターに委託。
・雇用管理改善企画委員会を4月26日、11月15日、1月17日に開催。
・先進的な雇用管理の取組を行っている事業所のモデル調査を２社で実施。
・地域ネットワーク・コミュニティの構築による雇用管理改善の実践取組を県内の４地域（県北・
相双地域の6社、県中・県南地域の5社、会津地域の5社、いわき地域の4社）で計20社により
実施。
・介護事業者等68名が参加し、「魅力ある職場づくり経験交流会」を平成31年2月12日に開催。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策
（３）女性の活躍推進及び職業生活と家庭生
活の両立支援対策の推進
①女性の活躍推進

１．女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届の義務企業（労働者数３０１人以上）に対する
提出および公表の確実な実施（未提出企業に対する指導等）。
〇計画更新督促文書送付件数 ３１件（平成３１年３月末予定）
〇女性活躍推進法関係助言件数 ５３件（平成３０年１２月末現在）
○提出状況（平成３０年１２月末現在） 義務企業１５５社中１５５社（届出率１００％）

努力義務企業４７社

２．女性活躍推進法に基づく事業主認定（えるぼし認定）制度について、労働局幹部による企業訪問に
おいて認定制度の説明・申請勧奨を実施。

３．女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定した事業所について、女性活躍推進データ
ベースに女性活躍情報を公表するよう文書により勧奨した。また、「えるぼし認定」の申請に興味のあ
る事業所については個別に訪問するなど取組促進への支援を行った。
勧奨文発送事業所 １５９社
訪問事業所 ３社

４．両立支援等助成金女性活躍加速化コースの活用について、各種会合で説明、資料配布を実施。
〇支給実績 1件（平成31年1月末現在）

５．「魅力ある職場づくり推進セミナー2018」を開催し、女性の活躍推進等について説明。
○11月20日：福島市 ○11月26日：いわき市 〇11月29日：会津若松市 〇12月7日：郡山市
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策
（３）女性の活躍推進及び職業生活と家庭生活
の両立支援対策の推進
②仕事と家庭の両立支援

１．昨年度、局長、経済4団体の長及び県知事が締結した「『新生ふくしま』イクボス宣言促進協定」に基
づき、くるみん認定取得企業や局幹部の企業トップ訪問時に、イクボス宣言を鑑賞。宣言企業につい
ては当局「福島県魅力ある職場づくり特設サイト」に掲載。
〇イクボス宣言企業 １７６社（平成30年3月31日現在）→２６６社（平成３１年１月２１日現在）
〇局長、各部室長、各課室長及び各署所長がイクボス宣言（平成３０年４月６日）

２．次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定届の義務企業（労働者数１０１人以上）
に対する提出および公表の確実な実施（未提出企業に対する指導等）。
○計画更新督促文書送付件数 ２１９件（平成31年3月末予定）
○次世代育成支援対策推進法関係助言件数 ５３件（平成30年12月末現在）
○提出状況（平成30年12月末現在） 義務企業５９６社中５９５社（届出率99.8％）

努力義務企業４２６社

３．次世代育成支援対策推進法に基づく事業主認定（くるみん・プラチナくるみん認定）制度について、労働
局幹部による企業訪問において認定制度の説明・申請勧奨を実施。

局幹部による企業訪問、企業指導、労働相談時にくるみん認定の取得意向を把握した企業に対し、文
書による申請勧奨を実施。

併せて、認定企業について、認定通知書交付式を局全体の行事として開催し、報道機関に対する広報
活動を展開。
○ 申請状況 認定５社
○ 報道実績 認定５社すべて地元紙又はTVで報道された。

４．両立支援助成金の活用について、前記の局幹部による企業訪問において助成金に関する資料により
活用を勧奨。

５．両立支援等助成金の活用について、各種会合で説明、資料配布を実施。
〇支給実績（平成３１年１月末現在）
・出生時両立支援コース ２９件 ・介護離職防止支援コース ０件
・育児休業等支援コース ４５件 ・再雇用者評価処遇コース ０件
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の最重点施策
２ 魅力ある職場づくりを推進するための施策
（４）関係機関との連携による取組推進等

（前頁に記載済み）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（１） 労働条件の確保・改善対策

・県内全署において、管内の実情を踏まえた監督指導や集団指導を実施することにより、労働基準関係

法令や基本的労働条件の遵守徹底及び労務管理体制の確立及び定着を図った。

・解雇、賃金不払等に関する労働者からの申告を受理し、迅速に対応。

・学生に関し、県内大学等での出張相談を実施し、学生アルバイトに係る実情を把握（５月、７月）。

（ア）自動車運転者

・過重労働による健康障害防止対策の徹底を主眼とした監督指導を実施（福島運輸支局との合同監督

を含む）。

・荷主等を含む関係団体に対する集団指導等にて労働基準関係法令等についての周知を実施。

・「トラック輸送における取引環境・労働時間改善福島県協議会」の取組として、トラック運転者の長時間

労働等の問題点・課題等を改善するための実証実験を踏まえて作成された、「取引環境と長時間労働

の改善に向けたガイドライン」の周知を実施。また、同協議会の取組として、「標準貨物運送約款改正

に伴う実態調査」を実施。

（イ）技能実習生

・技能実習生を雇用する事業場に対して監督指導を実施。

・出入国管理機関との相互通報の実施。

・技能実習法に係る東北地区地域協議会への参加（６月）。

・不法就労等外国人労働者問題東北地区協議会への参加（１２月）

（ウ）建設労働者

・労働条件確保・改善に向け、地場建設店社に対する監督指導の実施。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（２） 最低賃金制度の適切な運営

①福島県最低賃金の改正及び広報

・７月３日福島地方最低賃金審議会に最低賃金引上げについて諮問後、中央最低賃金審議会の目安

額を参考に審議を重ねた結果、最低賃金７４８円を２４円引き上げ７７２円に改正し１０月１日発効。

・改正最低賃金について、県・市町村、事業者団体、金融機関等（合計６８６件）へ周知広報の協力依頼。

・福島労働局最低賃金ＰＲ用キャラクター「サイちんＫｕｎ」を用いた周知広報。

②福島県特定（産業別）最低賃金の改正及び広報

・８月６日福島地方最低賃金審議会に最低賃金改正の必要性の有無を諮問、必要性有りとなった下記

の４業種にかかる特定（産業別）最低賃金について各専門部会を設け審議を重ねた結果、各１７円引き

上げられ、下記の通り、１２月１４日以降順次発効（非鉄金属製造業最低賃金については改正見送り）。

ⅰ）輸送用機械器具製造業最低賃金 ８５１円（平成３０年１２月１４日発効）

ⅱ）計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械器具・理化学機械器具、時計・同部品、眼鏡製造業

最低賃金 ８４９円（平成３０年１２月１５日発効）

ⅲ）電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金（医療用計測

器製造業（心電計製造業を除く）を除く） ８１５円（平成３０年１２月１９日発効）

ⅳ）自動車小売業最低賃金 ８４８円（平成３０年１２月２１日発効）

・改正特定（産業別）最低賃金について、広報用ポスター・リーフレットを作成し、県・市町村、関係事業

者団体等へ送付しへ周知広報の協力を依頼。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（３） 第１３次労働災害防止計画の推進と

労働者の安全と健康確保対策の推進

① 第13次労働災害防止計画

② 転倒災害防止と交通労働災害防止

の取組

③ 災害多発業種に対する取組

・

・休業４日以上の死傷者数が急増していることを踏まえ、緊急事態に伴う労働災害の撲滅に向けた対策

の強化を実施。局長や各監督署長による安全パトロール、労働災害が増加している業種の事業場に対

する重点的な指導等を実施（１０月～）。

・各種機会を捉え、局独自に作成したリーフレット（通年用及び冬季用）等を活用し、転倒災害防止対策

について指導等を実施。

・労働災害が増加傾向にある第三次産業において労働災害の半数を占める転倒災害等を防止する上

で、労働者が最低限守ることを示した「守ってゼロサイカード」を新たに作成（６月）し、配布等により活

用を促進。

・（独）自動車事故対策機構福島事務所と連携し、運行管理者等一般講習において、「交通労働災害防

止のためのガイドライン」等に基づく取組について指導を実施（８月～１２月、計５回）。

（ア）建設業

・伊達郡桑折町の東北中央自動車道の工事現場を対象に、局長による安全パトロールを実施し、重機

による災害や熱中症予防対策を重点に指導を実施（６月）。

・県内工事関係者連絡会議を開催し、公共工事の発注機関等に対し、労働災害防止対策について協

力を要請（７月）。

・仙台建設労務管理研究会との連携により「福島労働局総合建設業労働災害撲滅・魅力ある職場づくり

会議」を開催し、県内で建設工事を行う元請事業者に対し、労働災害防止対策について協力を要請（１

月）。

基本目標 平成29年12月末
（平成30年1月末速報値）

平成30年12月末
（平成31年1月末速報値）

増減

死亡者数を15％以上
減少 20 13 －7（35.0％減）

死傷者数（休業4日以
上）を5％以上減少 1,775 1,979 ＋204（11.5％増）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（３） 第１３次労働災害防止計画の推進と

労働者の安全と健康確保対策の推進

③ 災害多発業種に対する取組

④ 化学物質による健康障害防止対策

⑤ 健康診断の実施と事後措置の推進

⑥ 職場におけるメンタルヘルス対策と

健康管理対策の推進

（イ）製造業

・年度当初に策定した計画に基づき、災害が多い食料品製造業の事業場等に対し、加工用機械による

災害防止に向けたリスクアセスメント、はさまれ・巻き込まれ災害防止対策等について指導を実施。

（ウ）陸上貨物運送事業

・（独）自動車事故対策機構福島事務所と連携し、運行管理者等一般講習において、「交通労働災害

防止のためのガイドライン」や「荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく取組について指導を実施

（８月～１２月、計５回）。

・福島県トラック協会と連携し、「事故防止講習会」において、「交通労働災害防止のためのガイドライ

ン」や「荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく取組について指導を実施（１１月、計６回）。

・「荷主等の事業場の荷役災害防止担当者研修会」（委託事業）を開催し、荷主等の事業場に対し、「荷

役作業の安全対策ガイドライン」等に基づく取組について協力を要請（１１月）。

（エ）林業

・林業・木材製造業労働災害防止協会福島県支部と連携し、「伐木作業時における労働災害防止のた

めの集団指導会」において指導を実施（11月、１２月）。

（オ）第三次産業

・多店舗展開企業の本社等に対し、店舗等を含めた全社的な安全衛生の取組について指導等を実

施。

・第三次産業における労働災害が急増していること等を踏まえ、関係団体等に対し、労働災害防止対

策について協力を要請（６月）。

・労働災害が増加傾向にある第三次産業において労働災害の半数を占める転倒災害等を防止する上

で、労働者が最低限守ることを示した「守ってゼロサイカード」を新たに作成（６月）し、配布等により活

用を促進。

・第三次産業における労働災害が急増していること等を踏まえ、エスパル福島を対象に、局長による安

全パトロールを実施し、転倒災害や墜落災害の防止対策を重点に指導を実施（１１月）。

・福島県労働基準協会及び各地区労働基準協会が取り組んでいる「第三次産業に関するゼロ災記録

証授与制度」の周知を実施。

・化学物質対策５か年計画に基づき、化学物質取扱事業場に対し計画的に指導等を実施。

・職場の健康診断実施強化月間を重点に、健康診断と健康診断実施後の事後措置等の適切な実施に

ついて指導等を実施するとともに、関係団体に対して協力を要請。

・各種機会を捉え、パンフレット等を活用し、メンタルヘルス対策について指導等を実施するとともに、

メンタルヘルス対策が不十分な事業場に対しては、福島産業保健総合支援センターの活用を勧奨。

・産業医や衛生管理者の選任等が義務付けられている労働者数が５０名以上の事業場に対し、メンタル

ヘルス対策に係る自主点検の実施を依頼（１１月）。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（３） 第１３次労働災害防止計画の推進と

労働者の安全と健康確保対策の推進

⑦ 石綿健康障害予防対策

⑧ 職業性疾病等の予防対策

⑨ 治療と仕事の両立支援の推進

⑩ 安全衛生優良企業公表制度の周

知

・提出された計画届や作業届の内容を審査し、石綿健康障害予防対策について指導等を実施。

平成３０年度（平成３０年１２月末時点）

計画届受理件数７５件、作業届受理件数２９件

・地方自治体との合同パトロールにより必要な指導等を実施（５月、１０月、１１月）。

（ア）熱中症予防対策

・熱中症のリスクが高まる夏場を迎える前及び夏場の２回にわたって、公共工事の発注機関や関係団

体等に対し、熱中症予防対策について協力を要請（６月、８月）。

・伊達郡桑折町の東北中央自動車道の工事現場を対象に、局長による安全パトロールを実施し、熱中

症予防対策等を重点に指導を実施（６月）。

・夏場においては各種機会を捉え、パンフレット等を活用し、熱中症予防対策について指導等を実施。

（イ）じん肺予防対策

・第９次粉じん障害防止総合対策（５か年計画）を策定し、当該計画に基づき、関係事業場に対し計画

的に指導等を実施。

・福島県地域両立支援推進チーム連絡会議を開催し、参集機関の取組について情報交換（８月）を行う

とともに、両立支援に関する相談窓口をまとめた独自のリーフレットを作成・配布（１１月）。

・各種機会を捉え、リーフレットを活用し、安全衛生優良企業公表制度の周知等を実施。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
１ 労働基準行政の重点施策

（４） 労災補償対策の推進

福島労働局労災補償業務における最重点課題を以下の３点として取り組んだ。

① 過労死等事案（脳心臓疾患、精神障害、石綿関連疾患）の的確な労災認定

② 迅速かつ公正な保険給付を行うための事務処理の徹底

③ 労災補償業務の効率化と人材育成

署管理者、局管理者による管理等を徹底し、長期未決事案の発生防止に努めている。

また、相談者及び請求人へは、各種パンフレットを活用して、請求できると思われる各種給付について

漏れのないよう懇切・丁寧で分かりやすい説明の実施に努めている。

○ 東日本大震災後に発生した東京電力福島第一原子力発電所の事故収束作業に伴う、電離放射線

被ばくを理由とする労災請求に対しては、本省及び局署の連携を密にして対応を図っている。

さらに、当該業務に従事する労働者に対しては、原発への新規入場時に、リーフレット「放射線被ばく

による疾病についての労災保険制度のお知らせ」を手交し、制度の周知を図っている。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（１）働き方改革の推進

（労働行政の最重点施策に記載済）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策

（２）パートタイム労働法の確実な履行に向

けた適切な指導等

（３）「同一労働・同一賃金」に向けた取組の
推進

（４）雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保対策等の推進

１．パートタイム労働法の履行確保のための事業所に対する訪問指導（同法第１８条１項に基づく報告の
徴収）の実施および労働者からの相談・通報に対する適切な援助等対応。

○パートタイム労働法関係助言件数 １１１件（平成３０年１２月末現在）

○パートタイム労働法関係相談件数 ６件（平成３０年4月～9月、速報値）

１．平成３０年４月より福島県社会保険労務士会に委託して設置している「福島県働き方改革推進支援セ
ンター」において、同一労働同一賃金に関し、専門家（社労士）による相談、事業所訪問によるコンサル
ティングに対応している。相談の他にセミナーを開催することとしている。
また、「魅力ある職場づくり推進セミナー2018」を開催し、同センター担当者が説明。
○11月20日：福島市 ○11月26日：いわき市 〇11月29日：会津若松市 〇12月7日：郡山市

１．男女雇用機会均等法履行確保のための事業所に対する訪問指導（同法第２９条に基づく報告の徴収）
の実施および労働者からの相談・通報に対する適切な援助等対応。

○男女雇用機会均等法関係助言件数 ３０９件（平成３０年１２月末）

○男女雇用機会均等法関係相談件数 １４５件（平成３０年4月～9月、速報値）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策

（５）女性活躍推進法に基づく一般事業主行

動計画等の策定促進

（労働行政の最重点施策に記載済）

えるぼし 認定マーク

１段階目

２段階目

３段階目
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（６）職業生活と家庭生活の両立支援対策の
推進

（７）総合的ハラスメント対策の一体的実施

１．育児・介護休業法の履行確保のための事業所に対する訪問指導（同法第５６条に基づく報告の徴収）
の実施および労働者からの相談・通報に対する適切な援助等対応。

○育児・介護休業法関係助言件数 １２４件（平成３０年１２月末現在）

○育児・介護休業法関係相談件数 ２６２件（平成30年4～9月、速報値）

２。昨年度開設した特設サイト「ぱぱ・まま応援サイト」について、県内保育所への周知を実施。

１． 「ハラスメント撲滅キャラバン」によるハラスメント特別相談窓口を設置し、併せて報道機関を通じた周
知を行い、労働者からの相談に迅速に対応する体制を整備した。労働者からの相談の結果、法違反の
事案があれば報告徴収を実施するなど積極的な事業所指導を行った。

２．「魅力ある職場づくり推進セミナー2018」を開催し、ハラスメント防止対策について説明。
○11月20日：福島市 ○11月26日：いわき市 〇11月29日：会津若松市 〇12月7日：郡山市
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（８）個別労働紛争の解決の促進
①総合労働相談コーナーの適切な運営

②個別労働関係紛争解決促進法に基づ
く効果的な助言・指導及びあっせんの
実施

③男女雇用機会均等法、育児・介護休業
法、パートタイム労働法関係の紛争解
決の援助

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた個別労働紛争に係る労働相談に対する適切な対応

○平成２９年度相談件数 １７，２５４件
うち個別労働紛争関係 ５，６９６件

２．総合労働相談員に対する研修は、２回（７月１３日、１１月１６日）実施。研修では、障害者虐待に係る知
識習得のため、外部講師の講習、精神発達障碍者仕事サポーター養成講座の聴講、LGBTの方からの
対応に係る留意点の伝達等を実施した。
また、各総合労働相談コーナーの巡回指導も実施した。

３．個別労働関係紛争解決制度等を有する関係機関との連携強化を図るため、「労働相談・個別労働紛
争解決制度関係機関連絡協議会」を１回開催（６月２５日）。

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた個別労働紛争について、助言・指導およびあっせん制度の適
切な説明と、助言・指導申出およびあっせん申請に対する適切な対応

○個別労働紛争解決援助
助言・指導申出件数 ７９件（平成３１年１月末現在、速報値）
あっせん申請件数 ５５件（平成３１年１月末現在、速報値）
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（９）労働条件の確保・改善対策（周知・啓発）
①無期転換ルールの周知・啓発

②有期雇用特別措置法の円滑な施行

③労働法制の普及等に関する取組

１．企業に対する訪問指導を実施した際に、無期転換ルール・有期特措法に基づく認定制度について説
明。
〇認定件数 １６８件（平成３１年１月末現在）

１．年度当初（４月）、県内の１５大学等に対し労働法に関するセミナーの開催を依頼。
〇セミナー開催
・大学（３）、短大（４）において実施（計７回）
・福島わかものハローワークにおいて毎月１回開催
・福島新卒応援ハローワーク主催「新社会人応援セミナー」（2月26日）

２．高校生、大学生、既卒者（若年者）、保護者、高校の教諭の対象別に就職支援等に関する情報をワン
ストップで提供する特設サイト「ふくしま高校生・大学生労働局」でワークルールに関する情報をわかりや
すく提供。県内各高校に周知を実施。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（１０）最低賃金・賃金引き上げに向けた中小
企業・小規模事業者等の支援

（１１）適正な労働条件整備のための対策等
の推進
①「多様な正社員」の普及・拡大

②医療従事者の勤務環境の改善に向け
た取組の推進

１．最低賃金引上げ支援業務改善助成金の周知のため、助成金一覧表を作成し、各種会合等で配布し、
利用勧奨を実施。
〇交付決定件数（平成３１年１月末現在）
・業務改善助成金 ３０円コース ８件 ４０円コース ６件 計１４件

・時間外労働等改善助成金
時間外労働上限設定コース １件 勤務間インターバル導入コース ６１件
職場意識改善コース １件 団体推進コース １０件

１．「魅力ある職場づくり」のメニューの一つとして、非正規雇用の正社員転換推進に関する資料を作成し、
前記の局幹部による企業訪問等において配布。

２．報告徴収の企業指導時に、パート労働者の雇用管理と併せて多様な正社員の普及・拡大を図れるよう
パンフレットを配付。

１．福島県社会保険労務士会と平成２９年５月１日に契約。
県、県医師会、県社会保険労務士会と今年度の事業の進め方について、６月２２日に打合せを実施。

事業の適正運営のため、８月８日に県医師会、県、県社会保険労務士会等が出席する運営協議会に
参画し、事業の実施方法等を検討。

２．福島県看護協会が行う「ワークライフバランス（WLB）推進委員会に委員として、同委員会が行う各種研
修等において説明・資料配布を実施。また、働き方・休み方改善コンサルタントが研修会講師として説明
を実施。
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行政運営方針 平成３０年度の主な取組

労働行政の重点施策
２ 雇用環境・均等行政の重点施策
（１２）使用者による障害者虐待の防止

（１３）積極的な広報

１．総合労働相談コーナーに対し寄せられた使用者による虐待に係る労働相談に対する適切な対応。

２．労働基準部・職業安定部と連携し、県内の労基署・ハローワークが対応した使用者による障害者虐待
事案の迅速な情報共有。

３．福島県健康福祉部に対する障害者虐待防止法に基づく通報制度の迅速・適正な運用。

上半期の広報実績
・局定例報告会（局長会見） ６回
・テレビ放送回数 １６回
・新聞・雑誌掲載回数 １８７回
・自治体等広報紙掲載回数 ７２回
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行政運営方針 上半期の主な取組

労働行政の重点施策
３ その他の重点施策
（１） 労働保険制度の適正な運営
① 労働保険の未手続事業一掃対策の
推進

今年度の未手続事業場の一掃対策の推進について、年間目標に対する１２月末の実績は次のとおりで
ある。
①未手続き事業場把握の目標→1,230事業場

１２月末結果 539事業場（43.8％）
②成立手続き指導目標 →1,410事業場

１２月末結果 586事業場（41.5％）
③自主成立の目標 → 640事業場

１２月末結果 361事業場（56.4％）
④職権成立の目標 → 10事業場

１２月末結果 2事業場（20％）

広報活動として、ホームページへの広報文の掲載、窓口でのパンフレット等の随時配布、地方公共団体
及び事業主団体の機関紙等への掲載依頼等を年間を通じて行っている。
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行政運営方針 上半期の主な取組

労働行政の重点施策
３ その他の重点施策
（１） 労働保険制度の適正な運営
② 労働保険料等の適正徴収の徹底

◇ 今年度より、従来、労基署で行っていた滞納整理業務について局集中化を図り実施して
いる。
平成30年12月末現在の滞納事業場数 911事業場

◇ 収納率の向上に向けて、高額滞納（100万円以上）事業主及び複数年度滞納事業主に
対しては、重点事業場と位置づけし、臨戸による徴収及び納付督励を行い、一括納入が困
難な事業場に対しては、納入計画書を徴した上で必要があれば債務承認書を提出させて
いる。
また、時効中断措置が取れない滞納事業場に対しても、臨戸による債務承認書の提出
をさせている。
なお、納入督励を行っても納付がない場合は、差押処分等の強制措置を実施している。

（参考）
①収納率
平成29年度12月末現在 71.09％
平成30年度12月末現在 70.09％

（前年同期比 ▲0.19％）
②収納未済額
平成29年度12月末現在 91億5千700万円
平成30年度12月末現在 89億8千200万円

（前年同期比 1億7千500万円減）
③滞納整理事業所数
平成29年12月末現在 2,931事業場
平成30年12月末現在 1,772事業場
④収入官吏による保険料領収金額
平成29年12月末現在 4,885万0986円
平成30年12月末現在 3,011万7,433円

◇ 保険料算定基礎調査については、今年度の年度更新の結果を踏まえ調査対象事業場
を選定し、11月から1月の間で実施している。

調査実施数（12月末時点）246件
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行政運営方針 上半期の主な取組

労働行政の重点施策
３ その他の重点施策
（１） 労働保険制度の適正な運営
③ 労災保険率等の改定

労災保険率等の改正については、リーフレットを作成し年度更新申告書送付時の封筒に同封し周知して
いる。また、ホームページへの掲載や関係団体の説明会等でも周知を行っている。
雇用保険の適用拡大については、年度更新申告書に同封した「平成30年度労働保険年度更新申告書
の書き方」に記載し、ホームページにも掲載している。また、関係団体の説明会等でも周知を行っている。

３２


